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平成２７年度第２０回庁議提案  審議・報告・その他 

                    提 出 日：平成２８年１月２５日 

                    担当部・課：福祉部 保護課〔内線２４９２〕 

 

① 件  名 

 

生活困窮世帯の子どもの学習支援事業の実施について 

 

②施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

 

【背景】 

  経済社会の構造的変化を踏まえ、生活保護手前の生活困窮者の自立支援を強化するため、新たに

生活困窮者自立支援法が平成２７年４月から施行され、本市においても、同法で必須事業に位置付

けられている自立相談支援事業及び住居確保給付金の給付の２事業を平成２７年４月から実施して

いるが、さらなる生活困窮者支援のため、任意事業の実施が求められている。 

 

【目的】 

生活困窮者自立支援制度の新たな展開として、任意事業である学習支援事業を本市において実施

し、いわゆる「貧困の連鎖」の防止を図るとともに、支援・協力団体等との連携を図ることにより、

子どもに対する支援を通じた地域づくりと、人材育成、社会資源の開発を目指す。 

 

 

③根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

 

【根拠法令】 

  生活困窮者自立支援法 

 

 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】  

  第 4 章 安心して穏やかに暮らせるまち 

  第 1 節 お互いに支えあい生活できる仕組みを構築する 

   ② 生活保護制度等を適正に運用する 

 

 

 

④提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

 

  平成２５年１２月 生活困窮者自立支援法 成立 

  平成２７年 ４月 生活困窮者自立支援法 施行 

  平成２７年 ４月 自立相談支援事業及び住居確保給付金事業（必須事業）実施 
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⑤主な内容 

  

生活困窮世帯の自立促進のため、生活保護世帯を含む生活困窮世帯の子ども及びその保護者に対し、

養育相談、日常的な生活習慣の取得、子どもの進学、学び直しの機会提供等に関する支援を行う。 

・対  象 生活保護、就学援助受給等の生活困窮世帯に属する小中学生（実施時間、会場までの移

動等を考慮して小学校４年生から中学３年生を想定） 

・実施体制 効果的な事業実施可能な民間団体等への委託 

       （公募型プロポーザル方式で委託先選定） 

・事業概要 石巻市、民間団体が連携し、教員ＯＢ等の学習支援員・大学生ボランティアスタッフ等

が市内数か所で週 1～２回の居場所の提供と学習支援を実施。子どもを見守りながら、

保護者に対して養育及び進学の助言等を行う。遠距離在住の対象者については、訪問に

より支援を実施する。 

          

⑥実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

 

 健全な育成環境を維持することが困難な生活困窮世帯等の子ども及び保護者に対して、学習支援や

その他の教育支援を行うとともに、子どもの居場所を創出することにより、円滑な学習と高等学校進

学を実現し、子どもの将来、そして出身世帯の経済的・社会的自立を促進する。 

 

 平成 28 年度 予算額   

  （歳出） 学習支援事業費  11,000,000円 

 （歳入） 生活困窮者就労準備支援事業費補助金（国 1/2） 5,500,000 円 

⑦他の自治体の政策との比較検討 

 

 県内各市の学習支援事業の実施状況 

  平成 27 年度から実施 仙台市 岩沼市 

  平成 28 年度から実施予定 塩釜市 石巻市 

 

※全国の市及び福祉事務所を設置する町村において、必要に応じて本事業を実施している。その

他の自治体においては県が本事業を実施するが、本県においては現在未実施。 

 

   

⑧今後の予定及び施行予定年月日 

 

 平成２８年４月 入札審査委員会 公告 

平成２８年５月 プロポーザル選定委員による審査 候補者決定 

 平成２８年５月 契約締結 

 平成２８年６月 事業開始 

          

⑨その他 

 

 


